
平
成
二
年
五
月
二
十
九
日
受
領 

答

弁

第

五

号 
   

衆
議
院
議
員
松
浦
利
尚
君
提
出
産
業
廃
棄
物
の
処
理
に
関
す
る
質
問
に
対
し
、
別
紙
答
弁
書
を
送
付
す
る
。 

内
閣
衆
質
一
一
八
第
五
号 

平
成
二
年
五
月
二
十
九
日 

衆

議

院

議

長 
櫻 

内 

義 

雄 

殿 

内
閣
総
理
大
臣 

海 

部 

俊 

樹 

一 

 



 

三 

 
衆
議
院
議
員
松
浦
利
尚
君
提
出
産
業
廃
棄
物
の
処
理
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書 

一
の

1
に
つ
い
て 

産
業
廃
棄
物
の
排
出
量
は
、
一
般
的
に
経
済
動
向
に
対
応
す
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。
全
国
産
業
廃
棄
物
排

出
精
密
原
単
位
等
調
査
（
以
下
「
排
出
調
査
」
と
い
う
。
）
に
よ
れ
ば
、
昭
和
六
十
年
度
に
お
け
る
産
業
廃
棄

物
の
排
出
総
量
は
、
三
億
千
二
百
万
ト
ン
で
あ
り
、
種
類
別
排
出
量
は
、
別
表
一
の
と
お
り
で
あ
る
。 

一
の

2
に
つ
い
て 

産
業
廃
棄
物
の
都
道
府
県
境
を
越
え
て
の
移
動
実
態
等
に
つ
い
て
は
把
握
し
て
い
な
い
が
、
都
道
府
県
別
の

産
業
廃
棄
物
の
排
出
量
は
、
排
出
調
査
に
よ
れ
ば
、
別
表
二
の
と
お
り
で
あ
る
。 

一
の

3
に
つ
い
て 

排
出
調
査
に
よ
れ
ば
、
別
表
三
の
と
お
り
で
あ
る
。 



一
の

6
に
つ
い
て 

一
の

5
に
つ
い
て 

一
の

4
に
つ
い
て 

地
方
自
治
体
か
ら
は
従
来
よ
り
、
排
出
事
業
者
の
責
任
の
強
化
、
産
業
廃
棄
物
処
理
業
の
許
可
要
件
の
強

化
、
公
共
関
与
に
よ
る
産
業
廃
棄
物
処
理
施
設
の
整
備
等
の
要
望
が
寄
せ
ら
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
り
、
こ
れ

ら
の
要
望
の
趣
旨
を
踏
ま
え
、
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
シ
ス
テ
ム
の
導
入
、
産
業
廃
棄
物
処
理
業
者
に
関
す
る
講
習
会

の
受
講
の
徹
底
、
フ
ェ
ニ
ッ
ク
ス
計
画
の
推
進
等
の
措
置
を
講
じ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。 

廃
棄
物
の
不
法
投
棄
等
に
伴
う
廃
棄
物
の
処
理
及
び
清
掃
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
四
十
五
年
法
律
第
百
三
十

七
号
。
以
下
「
廃
棄
物
処
理
法
」
と
い
う
。
）
違
反
と
し
て
昭
和
六
十
三
年
に
検
挙
さ
れ
た
件
数
は
、
三
千
百
六

十
八
件
で
あ
り
、
ま
た
、
廃
棄
物
処
理
法
違
反
と
し
て
同
年
に
起
訴
さ
れ
た
人
員
は
、
千
七
百
八
十
五
人
で
あ

る
。
処
罰
に
つ
い
て
は
、
一
般
的
予
防
効
果
が
あ
る
と
考
え
て
い
る
。 

四 

 



三
に
つ
い
て 

二
に
つ
い
て 

産
業
廃
棄
物
に
つ
い
て
、
そ
の
排
出
量
抑
制
、
リ
サ
イ
ク
ル
化
、
減
量
化
が
重
要
で
あ
る
の
で
、
そ
の
促
進

を
図
っ
て
き
た
と
こ
ろ
で
あ
り
、
そ
の
中
で
、
リ
サ
イ
ク
ル
化
、
減
量
化
の
促
進
に
資
す
る
施
設
に
つ
い
て
は

税
制
上
の
優
遇
措
置
、
金
融
上
の
優
遇
措
置
を
講
じ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
減
量
化
を
図
る
た
め
の
技
術
に

つ
い
て
は
、
そ
の
開
発
に
関
す
る
調
査
研
究
を
行
っ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。 

産
業
廃
棄
物
に
関
す
る
指
導
要
綱
等
を
定
め
て
い
る
都
道
府
県
は
、
平
成
二
年
四
月
一
日
現
在
四
十
二
道
県

あ
り
、
そ
の
う
ち
、
産
業
廃
棄
物
の
都
道
府
県
境
を
越
え
た
移
動
に
関
し
一
定
の
手
続
を
定
め
て
い
る
県
が
十

一
道
県
、
産
業
廃
棄
物
処
理
施
設
の
設
置
の
届
出
に
対
し
あ
ら
か
じ
め
一
定
の
手
続
を
定
め
て
い
る
県
が
十
七

県
で
あ
る
。 

産
業
廃
棄
物
対
策
に
つ
い
て
は
、
昭
和
五
十
一
年
の
廃
棄
物
処
理
法
の
改
正
等
適
時
適
切
な
対
策
を
講
じ
て 

五 

 



四
に
つ
い
て 

産
業
廃
棄
物
の
適
正
な
処
理
を
確
保
す
る
観
点
か
ら
、
産
業
廃
棄
物
の
広
域
的
な
処
理
を
禁
止
す
る
こ
と
は

で
き
な
い
。 

き
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。
さ
ら
に
、
現
在
、
各
方
面
か
ら
の
意
見
を
踏
ま
え
つ
つ
、
法
律
改
正
を
含
め
、
検
討
を

開
始
し
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。 

な
お
、
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
シ
ス
テ
ム
の
定
着
や
排
出
事
業
者
に
対
す
る
指
導
を
通
し
て
適
正
処
理
の
確
保
を

図
っ
て
ま
い
り
た
い
。 

    

六 

 



           別表一  

産業廃棄物の種類別排出量（昭和 60 年度）  

（単位 千トン）  
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           別表一  

都道府県別の産業廃棄物排出量（昭和 60 年度）  

（単位 千トン）  
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           別表三  

産業廃棄物の種類別の再生利用される量、中間

処理される量、最終処分される量（昭和 60 年度） 

（単位 千トン）  
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